
   令和７年度前橋市養育費に関する公正証書等作成支援補助金交付要項 

 

                     令和７年４月１日から適用 

 

取扱担当課 

 前橋市役所こども未来部こども支援課（前橋市保健センター２階） 

         電話 ０２７－２２０－５７０１（直通） 

            ０２７－２２４－１１１１ （内線８４－１２０２） 

         電子メールアドレス kodomo@city.maebashi.gunma.jp 

 

この補助金の交付目的、内容、交付手続等は、次のとおりです。 

交付目的 養育費に関する公正証書等作成に係る本人負担費用を補助

することで、ひとり親の養育費の取決め内容の債務名義化を

促進し、養育費の継続した履行確保を図ることを目的としま

す。 
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補助対象者 交付申請日において前橋市に住民登録がある方で、ひとり

親（現に婚姻（事実上の婚姻関係も含む。）をしていないひ

とり親）であって、次の各号のいずれにも該当するものとし

ます。 

(1) 養育費の取決めに係る経費を負担していること。 

(2) 養育費を請求する権利を定めた強制執行認諾付公正証

書、調停調書、審判書、判決書、和解調書等を有している

こと。 

(3) 養育費の取決めの対象となる２０歳未満の児童を現に扶

養していること。 

(4) 過去に同様の補助金を交付されていないこと。 

(5) 暴力団排除に関する次に掲げる事項の全てに該当するこ

と。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。  

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をい

う以下同じ。）でないこと。 

ウ 暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されてい

る者でないこと。 

エ 暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けて

いる者でないこと。 

オ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団

員を利用するなどしている者でないこと。 

カ 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜

を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持又は運

営に協力し、又は関与している者でないこと。 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを

不当に利用している者でないこと。 
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ク 暴力団員と密接な交友関係を有する者でないこと。 

交付の対象

となる事業

及び経費 

１ 交付の対象となる事業 

  養育費を規定した公正証書、調停調書、審判書、判決

書、和解調書等の作成 

２ 対象経費 

１の作成に係る費用のうち、以下に掲げるものとしま

す。（ただし、交付申請日から遡って６か月以内に作成し

た文書の作成に係る費用に限ります。） 

(1) 公証人手数料令（平成５年政令第２２４号）に規定す

る手数料（養育費以外の法律行為のみに係る手数料を除

く。） 

(2) 家庭裁判所の調停申立て又は裁判に要する収入印紙

代、連絡用郵便切手代（離婚請求及び養育費請求の費用

に限る。） 

(3) 戸籍謄本等添付書類取得費用（養育費に関連するもの

に限る。） 

交付金額 対象経費の全額とし、その額が４万３千円を超える場合は

４万３千円を上限とし、予算の範囲内で交付します。 

交付条件 １ 補助対象者は、補助事業の遂行に関する報告及び実地調

査に応じることを求められた場合は、これに応じなければ

なりません。 

２ 補助対象者は、補助事業に係る支出を明らかにした書類

等を常備し、交付後５年間保存し、提出を求められた場合

は、これに応じなければなりません。 

３ 補助対象者は、前橋市補助金等交付規則（平成１０年前

橋市規則第３４号）、この要項及び交付決定兼確定通知書

に記載の交付条件を遵守し、事業を行わなければなりませ

ん。 

交付申請の

方法、時期等 

交付申請書兼誓約書兼実績報告書（様式第１号）に次の書

類を添付し、補助対象者本人が申請してください。 

ただし、補助金の交付額が予算額に達し次第、今年度の受

付を終了します。 

１ 児童扶養手当証書の写し又は当該ひとり親及びその扶養

している児童の戸籍謄本の写し（交付申請日から遡って６

か月以内に児童扶養手当申請に係る添付書類として本市に

提出している場合は省略できます。） 

２ 補助対象経費の領収書（原本）で次の記載のあるもの 

(1) 宛先 

(2) 領収年月日 

(3) 領収金額 

(4) 取引内容（ただし書き） 

(5) 領収者の住所、氏名及び領収印 

ただし、郵便局及び官公署が発行する領収証書及びレシー



トについては、この限りではありません。 

３ 養育費の取決めを交わした文書の写し（債務名義化した

文書に限ります。） 

４ その他市長が必要と認める書類 

交付決定の

時期等 

 

１ 申請した日の属する月の翌月（申請した日の属する日が

３月である場合は、その月）末日までに交付の可否を決定

します。 

２ 交付決定した場合は、交付決定兼確定通知書(様式第２

号)により通知します。 

３ 不交付決定した場合は、不交付決定通知書（様式第４

号）により通知します。 

請求の方法、

支払時期等 

 

 

１ 補助金交付請求書（様式第３号）により請求してくださ

い。 

２ 交付決定後、補助金交付請求書が提出された日から起算

して３０日以内に補助金を支払います。 

交付決定の

取消し又は

補助金の返

還 

１ 次の場合は、補助金の交付決定の全部又は一部が取り消

されます。 

(1) 偽りその他不正の手段により交付決定又は交付を受け

たとき。 

(2) この要項、交付決定の内容及びこれに付した条件に違

反したとき。 

２ 次の場合は、指定された期限までに、補助金を返還しな

ければなりません。 

(1) 補助金の交付を受けた後、補助金の交付決定を取り消

された場合、その取消しに係る部分の金額 

(2) 交付を受けた補助金額が、交付の対象となる事業及び

経費の実績額に基づき積算し、確定した金額を超える場

合、その超える部分の金額 

様

式 

申請書等の

様式 

１ 交付申請書兼誓約書兼実績報告書（様式第１号） 

２ 交付決定兼確定通知書（様式第２号） 

３ 補助金交付請求書（様式第３号） 

４ 不交付決定通知書（様式第４号） 

 


